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ＮＰＯ法人の現状について 

 
第１ 熊本市アンケート調査に基づく分析 
 

１ 調査概要 
（１）調査期間  平成２６年６月２日（月）～平成２６年６月１６日（月） 
（２）対象者   熊本市所轄のＮＰＯ法人 ２７０法人 
（３）回答数   ８０法人（２９.６％） 

 
 

２ 集計結果 
（１）主な活動分野について 

設問；平成 24 年度の活動実績に基づき主な活動分野を１つ選択してください。 
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  〔参考〕事業費別における平成 24 年度主たる分野の比較 
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（２）平成２４年度における特定非営利活動事業費と主たる活動形態のクロス集計 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  〔分析〕 

・ 特定非営利活動事業費が１,０００万円以上の法人は、活動形態区分の「Ａ介護事業所

等」「Ｂ国等の委託・指定管理」が２１法人（８４％）であり、その割合は、事業費が

少額になるほど下がっている。 
・ 「Ｃ国等助成金」「Ｄ民間助成金」「Ｅ地域密着」「Ｆその他」は、事業費が５００万円

未満の法人の割合が高い。  
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（３）寄附による支援について 

   ア 設問；活動を応援する市民からの寄附は有効だと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 設問；平成２４年度の個人及び法人からの寄附についてお答えください。 

ここでいう寄附には、ＮＰＯ法人の役員や役員と生計を一にする者の寄附について 

は含めないでください。 

     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
    〔分析〕 
     ・ 寄附は「有効である」「どちらかといえば有効である」と肯定的に考えている

法人が、９２.９％（６５法人）あるものの、５５.７％（３９法人）の法人が

寄附を集められていない。 
   

67.1% 25.7% 4% 3%
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 〔参考〕 寄附金額別の寄附件数（法人単位） 
  （ア）3,000 円以上の寄附件数による比較 〔法人数；２５法人（３５.７％）〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （イ）2,000 円以上の寄附件数による比較 〔法人数；２６法人（３７.１％）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（ウ）1,000 円以上の寄附件数による比較  〔法人数；２７法人（３８.５％）〕 

      
 
    
 
 
 
 
 
 
 
   〔分析〕 
    ・ 寄附の件数を５１件以上の法人で比較した場合、「ア 3,000 円以上の寄附」では

２法人、「イ 2,000 円以上の寄附」では４法人、「ウ 1,000 円以上の寄附」では

７法人と若干ではあるが増えている。 
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（４）ボランティアによる支援について 

  ア 設問；活動を行う上で事業活動に携わるボランティアを必要としていますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  イ 設問 平成２４年度に実施した事業活動に携わったボランティアの実人数と延べ人数を

お答えください。ここでいう、「ボランティア」には、法人の役員によるものは除き

ます。また、実費相当の支払いは含みます。 
 
   （ア）ボランティアの実人数 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   （イ）ボランティアの延べ人数 
     
  
 
 
 
 
 
 
 
 
     〔分析〕 
      ・ ボランティアは「必要」「どちらかといえば必要」と肯定的に考えている法人が、

７０％（４９法人）あるものの、４４.３％（３１法人）の法人がボランティア

が０となっている。 
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（５）地域からの要望による活動 
    設問；平成２４年度に自治会など地域からの要望に対応し、活動に取り組んだことは 

ありますか。 
 
   ア 活動の有無 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
   イ 活動の有無と特定非営利活動事業費のクロス集計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
   〔分析〕 
    ・ 地域団体や地域住民からの要望によって、活動に取り組んだことがある法人が 

３２.８％（２３法人）あり、事業費別にみると、「⑤1,000 万円超」が４０％、「③

100 万円～500 万円未満」が４１.１％、「②100 万円未満」が３５.３％であった。 
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（６）法人以外からの支援 
   設問；これまでに法人の活動に対し、行政、企業、公益法人や任意団体等から支援等を受け

たことはありますか。 
 

ア 支援の有無について                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  イ 支援の有無と特定非営利活動事業費のクロス集計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   〔分析〕 
    ・ これまでに法人以外からの支援を受けたことがあると回答した法人が、６７.１％と

高く、事業費別にみると、「⑤1,000 万円超」が６８％、「③500 万円～1,000 万円未

満」が７０％、「③100 万円～500 万円未満」が８２.３％「②100 万円未満」が５２.
９％であった。 
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ウ 「ア 支援の有無」について、あると回答された方の支持の種類別の件数比較 
 

 
 
 
 
  （ア）「助成金・補助金」の支援先の内訳    （イ）「表彰」の支援先の内訳 
                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （ウ）「協働（委託）」の支援先の内訳      （エ）「協働（共催）」の支援先の内訳 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
  
                          
 

65 10 27 21 28 4 13

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助成金・補助金 表彰 協働（委託）

協働（共催） 協働（事業協力） 協働（事業提案）

協働（後援）

43.1％ 23.1％ 24.6% 9.2%

0% 50% 100%

国・地方公共団体 企業

公益法人 任意団体

40％ 40％ 10％10％

0% 50% 100%

国・地方公共団体 企業

公益法人 任意団体

66.7% 18.5%
7.4%

7.4%

0% 50% 100%

国・地方公共団体 企業

公益法人 任意団体

33.4% 19％ 19％ 28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
国・地方公共団体 企業

公益法人 任意団体
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 エ 「ア 支持の有無」について、あると回答された方のうち「平成 24 年度」における支援 
の件数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 （７）情報の発信 
    設問；ＮＰＯ法に基づく閲覧以外に、平成２４年度における情報等の発信手段について

お答えください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   〔分析〕 
   ・ 情報発信の手段として、「①自身運営のインターネット」が５７.１％（４０法人）

「②民間運営のインターネット」が２５.７％（１８法人）となっている。 
   ・ また、「①自身運営のインターネット」「②民間運営のインターネット」のどちらか

で発信している法人が、７０％（４９法人）である。 
 
 
 

  

30 2 19 6 17 3 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

助成金・補助金

表彰

協働（委託）

協働（共催）

協働（事業協力）

協働（事業提案）

協働（後援）
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①自身運営のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ＨＰ

②民間運営のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ＨＰ

③広報誌（一般向け）

④会員や寄付者のみ提供

⑤その他
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 イ 活動形態区分ごとの活動実態について 
   設問；Ｃ国等助成金、Ｄ民間助成金、Ｅ地域密着、Ｆその他に区分された事業活動のう

ち、事業を拡充したいと回答した法人 
 
   

Ａ 介護事業所等  B 国等の委託・指定管理    C 国等助成金 

Ｄ 民間助成金         E 地域密着             F その他 

 
 
（イ）保健・医療・福祉の分野   （○:有効、△:どちらかといえば有効、×:有効ではない） 

  

活動形態の区分 

有効性 件数 必要性 延人数

Ｆ
その他

福祉ｻｰﾋﾞｽ外部評価事業 3,770 通年 △ 2 × ― ○

Ｅ
地域密着

新聞発行 456 2
300

（200）
△ 1 △ 10 ×

Ｆ
その他

同種骨及び軟部組織の保管・提供事業 2,300 通年 （17） ○ 1 × ― ○

Ｆ
その他

医療福祉連携講習会 6,720 1
65

（22）
○ ― × ― ×

Ｅ
地域密着

引きこもりがちな高齢者の交流会やレクリ
エーション活動

1993 120 2400 △ ― △ ― ○

Ｆ
その他

発達障がいや各種原因で不適応状態の成
人に対して若葉工房での支援

926 ３日/Ｗ 515 ○ ― × 67 ○

Ｅ
地域密着

移動支援事業（福祉） 357 84 （84） ○ ― △ 60 ○

Ｅ
地域密着

高齢者、障がい者が一樹で生き生きと楽し
くすごすための交流会とレクリエーション活
動支援

100 24 （30） ○ 10 ○ 600 ×

Ｆ
その他

健康に関するセミナー、講習会及び健康体
操講習会の実施

51 26
260

（120）
○ ― ○ ― ×

Ｅ
地域密着

地域福祉事業（地域の清掃活動） 0 通年
近隣の
方々

○ ― △ 1 ○

活動形態
他の
支援

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ寄附
事業費

催事
回数

受益者数

（会員外）
活動内容
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（イ）地域安全 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ウ）子どもの健全育成 
    

  

有効性 件数 必要性 延人数

Ｅ
地域密着

舞台芸術の企画・運営事業（子ども劇場鑑
賞会、子どものための地域公演）

871 127
10,758
（6,758）

○ 203 × ― ○

Ｆ
その他

不登校の子どもを対象としたフリースクール
事業

248 169 （592） ○ ― ○ 30 ○

活動形態 活動内容
事業
費

催事
回数

受益者数

（会員外）

寄附 ボランティア
他の
支援

有効性 件数 必要性 延人数

Ｅ
地域密着

犯罪被害者への面接相談、電話相談
犯罪被害者への情報提供と直接支援

742 通年
実人数
（45）

○ ― ○ ― ×

受益者数

（会員外）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ寄附 他の
支援

活動
形態

活動内容 事業費
催事
回数
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第２ 内閣府実態調査に基づく分析 

１ 調査概要 
（１）調査期間  平成２５年８月９日（金）～平成２５年９月３０日（月） 
（２）集計対象  熊本市所轄のＮＰＯ法人 
（３）回答数   ９８法人 

 
２ 集計結果 
（１）特定非営利活動に係る事業費額 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）活動分野 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

0% 20% 40% 60% 80%

①保健、医療・福祉

②社会教育

③まちづくり

④観光

⑤農山漁村・中山間地域…

⑥学術・文化・芸術・ス…

⑦環境保全

⑧災害救援

⑨地域安全

⑩人権擁護・平和推進

⑪国際協力

⑫男女共同

⑬子どもの健全育成

⑭情報化社会

⑮科学技術

⑯経済活動

⑰職業能力開発

⑱消費者保護

⑲団体の運営・助言

全国 熊本市

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①0円

②0円～100万円未満

③100万円～500万円未

満

④500万円～1,000万円

未満

⑤1,000万円超

全国 熊本市
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（３）ボランティアの延べ人数 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

（４）寄附金について 
  ア 寄附件数 

① 個人からの寄附件数 

 
 
② 法人からの寄附件数 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①0件

②1～10件

③11～20件

④21～50件

⑤51～100件

⑥100件超

全国 熊本市

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①0人

②1～9人

③10～19人

④20～29人

⑤30～39人

⑥40～49人

⑦50～99人

⑧100～199人

⑨200～499人

⑩500人以上

全国 熊本市
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4

0

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①0件

②1～10件

③11～20件

④21～50件

⑤51～100件

⑥100件超

全国 熊本市
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  イ 寄附金額 

① 個人からの寄附金額 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 法人からの寄附 
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14

9

1

9.

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①0円

②１円～10万円未満

③10万円～50万円未満

⑥50万円～100万円未満

⑦100万円超

全国 熊本市

75

5.

6

3

9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①0円

②１円～10万円未満

③10万円～50万円未

満

④50万円～100万円未

満

⑤100万円超

全国 熊本市


